
　
市
の
平
成
28
年
度
末
時
点
で
の
財
政
状
況
を
示
す

財
務
書
類
を
公
表
し
ま
す
。

　
財
務
書
類
と
は
、
人
間
に
例
え
る
と
健
康
診
断
の

結
果
を
一
覧
に
ま
と
め
た
よ
う
な
も
の
で
す
。

　
人
が
、
健
康
診
断
の
結
果
を
踏
ま
え
て
、
適
切
な

治
療
を
し
た
り
、
健
康
増
進
の
た
め
の
取
り
組
み
を

す
る
よ
う
に
、
市
で
は
、
財
務
書
類
を
分
析
し
、
財

政
の
健
全
な
運
営
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　
財
務
書
類
に
は
、
あ
る
時
点
ま
で
に
蓄
積
さ
れ
た

も
の
（
ス
ト
ッ
ク
）
を
示
す
書
類
と
、
一
年
間
の
流

れ
（
フ
ロ
ー
）
を
示
す
書
類
が
あ
り
、
ス
ト
ッ
ク
を

示
す
「
貸
借
対
照
表
」
と
、
1
年
間
の
フ
ロ
ー
を
示

す
「
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
」「
純
資
産
変
動
計
算
書
」

「
資
金
収
支
計
算
書
」
の
3
種
類
の
書
類
か
ら
構
成

さ
れ
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
書
類
に
つ
い
て
、
平
成
27
年
度
分
の
財

務
書
類
ま
で
は
、
総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
に
基
づ

い
て
作
成
し
て
い
ま
し
た
が
、平
成
28
年
度
分
か
ら
、

（
全
国
）統
一
的
な
基
準
に
よ
り
作
成
し
て
い
ま
す
。

　
従
来
の
総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
か
ら
（
全
国
）

統
一
的
な
基
準
へ
の
主
な
変
更
点
は
次
の
３
点
で
す
。

❶  

こ
れ
ま
で
、
決
算
統
計
と
呼
ば
れ
る
統
計
デ
ー

タ
か
ら
簡
便
的
に
作
成
し
て
い
た
も
の
か
ら
、

日
々
の
取
引
に
基
づ
き
複
式
簿
記
を
つ
け
る
よ

う
に
な
り
ま
す
。

❷  

市
の
保
有
す
る
土
地
、
建
物
、
道
路
、
橋
り
ょ

う
等
を
一
元
的
に
台
帳
化
し
た
「
固
定
資
産
台

帳
」
の
整
備
が
、
必
須
に
な
り
ま
す
。

❸  （
全
国
）
統
一
的
な
基
準
で
作
成
す
る
こ
と
で
、

他
団
体
と
の
比
較
が
容
易
に
な
り
ま
す
。

　
平
成
28
年
度
の
財
務
書
類
の
う
ち
、
貸
借
対
照

表
を
、
資
産
総
額
２
，３
０
０
万
円
の
家
計
に
置
き

換
え
る
と
左
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

資産の部 負債・純資産の部

有形・無形
固定資産 891億円 負債 131億円

その他
固定資産

（投資、基金等）
30億円

純資産 830億円

流動資産 40億円

資産合計 961億円 負債・純資産
の合計 961億円

資産の部 負債・純資産の部

土地・家屋 2,100万円 各種ローン等 300万円

定期預金等 70万円
純資産の部

【資産ー負債】 2,000万円

現金等 130万円

資産合計 2,300万円 負債・純資産合計 2,300万円

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

業務費用 １２８億円

移転費用 102億円

経常収益 14億円

純経常行政コスト ▲216億円

臨時損益 １億円

純行政コスト ▲215億円

純
資
産
変
動
計
算
書

財源等（税収等、国県支出金） 215億円

本年度純資産変動額 6億円

前年度末純資産額 824億円

今年度末純資産額 830億円

業務支出 202億円

業務収入 228億円

投資活動支出 16億円

投資活動収入 2億円

財務活動支出 12億円

財務活動収入 1億円

１年間の収支 1億円

前年度末残高 13億円

今年度末残高 14億円

　土地を除く、公共建築物、道路や橋りょうを
始めとするインフラ資産などの資産について、
取得からの経過年数を指標化したものに「有形
固定資産減価償却率」というものがあります。
　本市の平成28年度末時点での「有形固定資産
減価償却率」は55.5％となりました。

有形固定資産減価償却率

　行政コストに占める使
用料及び手数料等の受益
者負担率は、平成28年
度は約6％となりました。

受益者負担の
割合

　業務収入と業務支出の収支を、財政健全化法
で算定される将来負担額（地方債残高など）に
充てると想定した場合、何年分に相当するかを
示す指標として「債務償還可能年数」というも
のがあります。本市の平成28年度の「債務償還
可能年数」は5.6年となりました。

債務償還可能年数
　行政コスト面では、人
件費や物件費などの業務
費用が約56％、医療給
付費などの移転費用が約
44％を占めています。
　財源については、使用
料及び手数料などの経常
収益を除く大部分を税収
等や国県補助で賄ってい
ます。

右の表をグラフに表すと以下のよう
になります。

　有形及び無形固定資産に占める地方債の割合を示す「社
会資本等形成の世代間負担比率」と地方債の残高の推移
をグラフに表すと以下のとおりです。
　平成21年度を境にして減少傾向にあります。

地方債残高推移と
社会資本等形成の世代間負担比率

財源等
94％

財
源

行
政
コ
ス
ト

経常収益
6％

移転費用
44％

業務費用
56％

　平成28年度末時点での、有形固定資産に占める行政目
的別割合は、以下のグラフのとおりです。
　道路や橋りょうなどの土木部門が42％、小・中学校を
含む教育部門が28％などとなっています。

有形固定資産の目的別割合

土木部門
42％

教育部門
28％

産業振興部門
16％

福祉部門
5％ その他

9％

有形固定資産減価償却率（旧資産老朽化比率）
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